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新技術の適用事例

フィールドレポート

▊▊はじめに
　「電車線路設備耐震設計指針・同解

説」（以下，本指針）は，平成25年3

月に鉄道総研 鉄道技術推進センター

より刊行され，業界のガイドラインと

して位置づけられる設計図書であり，

設備検討にあたっては，本指針の趣旨・

計算手順を理解したうえで行う必要が

あります。

　JR四国では，現在愛媛県により進

められている松山駅付近連続立体交差

化事業（以下，松山高架）が最初の採

用例となりますが，本指針による具体

的事例や計算ソフトなどを有しておら

ず，松山高架設備検討においての課題

となっていました。
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▊▊本指針による設備検討
　本指針による設備検討を行うにあた

り，鉄道総研から次の2点について技

術指導を受けました。

 ①設備モデルごとの耐震設計

 ②耐震設計結果の良否判定

　①においては，基本構想検討の段階

で全ての設備の耐震設計を行うことは

現実的でないことから，ある程度のパ

ターンを絞って計算を行うことを想定

し，そのパターンについて適正かどうか

評価を受けました。また，本指針の内容

について，たとえば設計上の安全率の考

え方などを明確にするため，質疑応答の

形で，ひとつひとつ確認を行いました。

　②では，当社が実際に計算を行い，

その結果および判定方法について適正

かどうか確認を受けました。

　具体的には，まず実務担当者が，市販

の表計算ソフトを利用し計算を容易に

行えるようにしました。この際，入力す

るパラメーターを極力少なくし（図1），

計算結果を本指針例と同様な形で出力

させるようにしています。ただし，応

答加速度の読み取りは，自動化が複雑

なことから，本指針別表より読み取り，

手入力するようにしています（図2）。
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図1　パラメーター入力例

図2　手入力が必要な応答加速度

　次に，この表計算ソフトを使用した

計算結果についてチェックを受け，数

度の修正を行うことで満足いく計算結

果が得られるようになったことから，

事後の検討を当社のみで行うことがで

きるようになりました。

▊▊検討結果の活用
　今回の検討で得られた成果をあらた

めて述べると次の2点になります。

 ①本指針の解釈に関する知見を得た

 ②計算を容易に行う手法を得た

　この検討は平成26年度の夏に行い

ましたが，得られた知見および手法を

活用することで松山高架の電車線路設

備検討を進めることができ，平成27

年度には外注による詳細設計を完成さ

せることができました。また設計会社

が作成した強度計算結果を今回得た手

法により検算し，設計成果物が適正で

あることの確認にも活用しています。

また，今後は既存設備の耐震化検討に

も活用できると考えております。

▊▊おわりに
　今回は，電車線路設備の耐震設計指

針の活用事例についてご紹介しました

別表
が，当社では独力で解決困難

な事象には，積極的に鉄道総

研の技術指導を受けることで

技術力の向上を図っておりま

す。

　また，技術継承が課題と言

われ久しくなりますが，今後

もさまざまな形で技術力の維

持・向上に努めていきたいと

考えております。




